
責任共有制度の対象外となる保証については、　　　　　　　　　　と表記しております。

融 資 限 度 額 資金使途
融資期間

（注１）
利率（年） 返済方法 貸付形式 取扱金融機関

運転・設備

３年以内

５年以内

７年以内

１．３％

１．４％

１．５％

　設   備 １０年以内 １．６%

２，０００万円

　　設　備 １０年以内 １．４％

８，０００万円

８，０００万円 運転・設備

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

１．１％
１．２％
１．３％
１．４％

　【銀行】

　　　　　三菱ＵＦＪ

　　　りそな・三井住友
　
　　　　みずほ・北陸

　　　大垣共立・十六

　　　　静岡・百五

　　三十三・関西みらい

　　名古屋・愛知・中京

　【信用金庫】

　　　愛知・中日・岡崎

　　　瀬戸・碧海・岐阜

　　　西尾・豊田・東春

　　　　いちい・蒲郡

　　　　　知多・東濃

　【その他】

　　商工組合中央金庫

　　信用組合愛知商銀

①

②

セーフティネット保証１号～６号にかか
る市町村長の認定書

セーフティネット保証８号の場合、取引
状況申告書

セーフティネット保証５号、７号、８号の認定を受けているかたに対
して行う保証

ただし、セーフティネット保証１

号

から６号の場合は1億円
運転・設備

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

１．２％
１．３％
１．４％
１．５％

危機関連保証にかかる市町村長の認定書

※経済産業大臣の指定がなされた場合、
本保証をご利用いただけます。

所得税（法人の場合は法人税）、事業税、

県民税および市民税にかかる直近の納付

書または納付が確認できる通帳の写しもし

くは納税証明書

ただし、受付機関等において納付が確認

できる場合、その添付を省略できます。

１．３％★
１．４％★
１．５％★
１．６％★ 分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

割引

金利の優遇措置を受ける場合（注２）

　設　備

分割返済
証書貸付

手形貸付

運転・設備

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

必 要 書 類

運転・設備

３年以内

５年以内

７年以内

１．１％

１．２％

１．３％

分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

割引

分割返済

証書貸付

手形貸付

１．１％
１．２％
１．３％
１．４％

小 口 資 金

常時使用する従業員の数が２０人（宿泊業・娯楽業を除く商業・

サービス業を主たる事業とする事業者については５人）以下の会社

および個人その他の中小企業信用保険法第２条第３項第１号から

第６号に定める小規模企業者のかたに対して行う保証

　　　　　　５，０００万円

ただし、愛知県信用保証協会
における本制度の融資残高を
合算します。

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

０．９％★
１．０％★
１．１％★
１．２％★

　運   転

１年以内
３年以内
５年以内
７年以内

保証制度一覧（名古屋市融資制度保証）

制 度 名 概 要

経

営

強

化

支

援

資

金

大 口 資 金 経営強化を図るために必要な資金について行う保証 １億５，０００万円

経済変動対策資金

セーフティネット保証１号～４号、６号の認定を受けているかたに対
して行う保証

小

規

模

企

業

等

振

興

資

金

通 常 資 金

常時使用する従業員の数が50人（商業またはサービス業を主たる

事業とする事業者については30人）以下の個人、会社、企業組

合、医療法人および特定非営利活動法人（NPO）のかたに対して

行う保証

ただし､既に利用している信用

保証協会（複数協会を利用し

ている場合はその合計）の保

証付融資残高（根保証におい

ては融資極度額）を含みま

す。

大規模危機対策資金

経

営

安

定

資

金

小規模企業等振興資金については、推薦書をつけることができます。（必須ではありません。）
詳しくはこちらまでお問い合わせください。
名古屋商工会議所（０５２－２２３－５７５４）、守山商工会（０５２－７９１－２５００）、鳴海商工会（０５２－８９６－３３３１）、有松商工会（０５２－６２１－０１７８）
（注１）融資期間には、ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策経営支援資金及び経営改善サポート資金は６０か月以内、新事業創出資金は３６ヶ月（一部の場合に限ります）、大規模危機対策資金は２４か月以内、それ以
外は１２か月以内の据置期間を含みます。
（注２）次のいずれかに該当する場合は、★印の箇所の利率を０．１％引き下げます。
　　　　　①ＳＤＧｓ推進保証なごやの要件に該当する場合
　　　　　②名古屋市の産業振興施策「名古屋市工業技術グランプリ」受賞者　　　   （②についてお問い合わせは、名古屋産業振興公社：０５２－６５４－１６８３）

危機関連保証の認定を受けているかたに対して行う保証

１００％

１００％

１００％

１００％



責任共有制度の対象外となる保証については、　　　　　　　　　　と表記しております。

融 資 限 度 額 資金使途
融資期間

（注１）
利率（年） 返済方法 貸付形式 取扱金融機関必 要 書 類

保証制度一覧（名古屋市融資制度保証）

制 度 名 概 要

１００％

ただし、経済対策特別資金の
残高を含みます。

　　　　　１億２，０００万円

ただし、他の環境適応資金の
残高を含みます。

（１）の場合
１年以内
３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

０．８％
１．１％
１．２％
１．３％
１．４％

（２）の場合
３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

１．０％
１．１％
１．２％
１．３％

１億円 運転・設備
３年以内

１０年以内

１．１％

１．２％

分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

1億円 運転・設備
分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

環 境 適 応 資 金

経済対策
特別資金

中小企業活性化協議会等の発行する証
明書等

中小企業活性化協議会等の支援等を受け、再生計画の策定を完
了しているかたに対して行う保証

再生支援資金

-

最近３か月の月平均売上高または月平均売上高総利益率もしくは
月平均売上高営業利益率が前年同期または２年前同期に比べて
３％以上減少している

１．２％

１．３％

１．４％

１．５％

３年以内

５年以内

７年以内

１０年以内

運転・設備

８，０００万円

経済環境の変化に適応するため、市長が特別融資対策を要すると
認めた中小企業者のかたに行う保証

セーフティネット保証４号、５号の認定
書
売上高減少要件確認書、売上高総利
益率減少要件確認書または売上高営
業利益率減少要件確認書(一般保証
の場合）
経営行動計画書
経営者保証免除対応確認書（経営者
保証を免除する場合）

経営改善サポート資
金

３年以内

５年以内

７年以内

１０年以内

１３年以内

１５年以内

１．１％

１．２％

１．３％

１．４％

１．５％

１．６％

①

②

経営サポート会議等に基づき作成さ
れた事業再生計画等の写し

経営者保証免除対応確認書（経営者
保証を免除する場合）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けたかたが、経営サポート会

議等に基づき作成された事業再生計画等（債権者全員の合意が

成立したものに限る）に従って事業再生の計画を実施するために

必要な資金の保証

新型コロナウイルス感染症等の影響により、積み上がった債務の返

済負担に伴って増加することが見込まれる借換え需要等に応える

ため、一定の要件を満たす場合、信用保証料の補助、5年以内の

返済据置期間、金融機関が継続的な伴走型の支援を実施すること

等により経営の安定や収益力改善を図るための保証

ナゴヤ新型コロナ
ウイルス感染症対策

経営支援資金

①

②

③
④

①

②

説明書または区長の発行する被災証
明書等（（１）に該当する場合）

セーフティネット保証４号の認定書ま
たは罹災証明書（（２）に該当する場
合）

自然災害等により被害を受けたかた
自然災害等により被害を受け、次のいずれかに該当するか
た
・セーフティネット保証４号の認定を受けている
・激甚災害について災害救助法が適用された地域等に事業
　所があり、直接被害を受けている

（１）
（２）

災 害 復 旧 資 金

２億８，０００万円
ただし、（２）に該当する
場合は上記とは別に

２億８，０００万円
（別枠保証）

次の（１）または（２）に該当するかたに対して行う保証

　運転・設備

分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

金融機関支店長等の発行する証明書

経

営

安

定

資

金

　【銀行】

　　　　　三菱ＵＦＪ

　　　りそな・三井住友
　
　　　　みずほ・北陸

　　　大垣共立・十六

　　　　静岡・百五

　　三十三・関西みらい

　　名古屋・愛知・中京

　【信用金庫】

　　　愛知・中日・岡崎

　　　瀬戸・碧海・岐阜

　　　西尾・豊田・東春

　　　　いちい・蒲郡

　　　　　知多・東濃

　【その他】

　　商工組合中央金庫

　　信用組合愛知商銀

一部につき

１００％

一部につき

１００％

一部につき

１００％

一部につき

１００％



責任共有制度の対象外となる保証については、　　　　　　　　　　と表記しております。

融 資 限 度 額 資金使途
融資期間

（注１）
利率（年） 返済方法 貸付形式 取扱金融機関必 要 書 類

保証制度一覧（名古屋市融資制度保証）

制 度 名 概 要

１００％

（１） 事業承継前に、事業承継計画を策定し、計画の実行に取り
組む中小企業者

（２） 事業承継後に、事業承継を契機とした経営状況等の変化に
対応するため、事業計画を策定し、計画の実行に取り組む
中小企業者

（３） 中小企業経営承継円滑化法に基づく知事の認定を受けた
中小企業者等

（４） 愛知県事業承継ネットワークの構成機関等の支援を受けて、
事業承継計画もしくは事業計画を策定し、計画の実行に取り
組む中小企業者または中小企業経営承継円滑化法に基づ
く認定を受けた中小企業者等

設備資金 １０年以内 １．５％

（５） 次の①または②に該当し、かつ、③に該当する中小企業者
①保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事
　業承継計画を有する法人
②令和２年１月１日から令和７年３月３１日までに事業承継を
　実施した法人であって、事業承継日から３年を経過してい
　ないもの
③次の（ａ）～（ｄ）の要件すべてを満たすこと
　（ａ）直近決算において資産超過であること
　（ｂ）直近決算においてEBITDA有利子負債倍率が１5倍
　　　以内であること
　（c）直近決算において法人・個人の分離がなされている
　　　こと
　（d）保証申込時点において返済緩和している借入金が
　　　ないこと

２億８，０００万円

（６） 次の①から③のいずれにも該当する会社である中小企業者
①次の（a）～（c）のいずれにも該当し、中小企業承継円滑化
　法第１２条第１項１号ニの規定による知事の認定を受けて
  いること
　（a）代表者が金融機関からの借入れによる債務を保証して
　　いることにより、事業活動の継続に支障が生じていると認
　　められること
　（b）直近決算において資産超過かつEBITDA有利子負債
　　倍率が１5倍以内であること
　（ｃ）認定申請日より３年以内に事業承継を予定していること
②直近決算において、法人・個人の分離がなされていること
③保証申込時点において、返済緩和している借入金がない
　 こと

運転資金

３年以内

５年以内

７年以内

１．０％

１．１％

１．２％

①

②

③

④

⑤

知事の認定書の写し（認定申請書の
写しも含みます。）および申請時に提
出した添付書類の写し
経営承継借換関連保証用の財務要
件等確認書
経営承継借換関連保証用の借換債
務等確認書（既往借入金を借り換える
場合）
経営承継借換関連保証用の他行借
換依頼書兼確認書（既往借入金を借
り換える場合で申込金融機関以外か
らの借入金を含む場合）
ガバナンス体制の整備に関するチェッ
クシート（保証料率を軽減する場合）

　【銀行】

　　　　　三菱ＵＦＪ

　　　りそな・三井住友
　
　　　　みずほ・北陸

　　　大垣共立・十六

　　　　静岡・百五

　　三十三・関西みらい

　　名古屋・愛知・中京

　【信用金庫】

　　　愛知・中日・岡崎

　　　瀬戸・碧海・岐阜

　　　西尾・豊田・東春

　　　　いちい・蒲郡

　　　　　知多・東濃

　【その他】

　　商工組合中央金庫

　　信用組合愛知商銀

ただし、本制度（（５）に該当する場合に限ります。）をすでに利用し
ている中小企業者は、上記に該当していることに加え、本制度１回
目の保証日（貸付実行されたものに限る）から３年以内に保証申込
を行うものに限ります。

事業承継計画書（（１）の場合）
事業計画書（（２）の場合）
知事の認定書の写し（認定申請書の写
しも含みます。）および申請時に提出し
た添付書類の写し（（３）の場合）
（１）～（３）のいずれかに該当することを
証する書類および事業承継ネットワーク
の支援機関等の支援を受けていること
を証明する証明申請書（（４）の場合）

運転・設備

３年以内

５年以内

７年以内

１．２％

１．３％

１．４％

　

　　ただし、（４）または（５）の場合は、上記利率
より０．２％引き下げます。

分割返済

一括返済

証書貸付

手形貸付

①

②

③

④

⑤

事業承継特別保証制度用の事業承
継計画書
事業承継特別保証制度用の財務要
件等確認書
事業承継特別保証制度用の借換債
務等確認書（既往借入金を借り換える
場合）
事業承継特別保証制度用の他行借
換依頼書兼確認書（既往借入金を借
り換える場合で申込金融機関以外か
らの借入金を含む場合）
ガバナンス体制の整備に関するチェッ
クシート（保証料率を軽減する場合）

①
②
③

④

事業承継支援資金

次の（１）～（６）のいずれかに該当するかたに対して行う保証

分割返済 証書貸付
経

営

安

定

資

金



責任共有制度の対象外となる保証については、　　　　　　　　　　と表記しております。

融 資 限 度 額 資金使途
融資期間

（注１）
利率（年） 返済方法 貸付形式 取扱金融機関必 要 書 類

保証制度一覧（名古屋市融資制度保証）

制 度 名 概 要

１００％

（１） 申込日以前２年間（法人の設立日から起算して申込日まで
の期間が ２年間に満たない場合は、その期間）において、決
算書等を取扱金融機関の求めに応じて提出していること

（２） 申込日の直前の決算において、代表者（代表者に準ずる者
を含む。）への貸付金その他の金銭債権（中小企業者の事
業の実施に必要なもの及び少額のものを除く）がなく、かつ、
代表者（代表者に準ずる者を含む）への役員報酬、賞与、配
当その他の金銭の支払が社会通念上相当と認められる額を

（３） 次の①及び②に該当するまたはいずれかに該当すること
①申込日の直前の決算における貸借対照表上、債務超過
　でないこと
②申込日の直前 2期の決算における損益計算書上、減価償
却

（４） 上記(1)及び(2)について継続的に充足することを誓約する書
面を提出していること

（５） 信用保証料率の引上げにより経営者保証を提供しないこと
を希望していること

（１） 資産超過であること

（２） ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が15倍以内であること

（３） 法人・個人の分離がなされていること

（４） 返済緩和している借入金がないこと

　【銀行】

　　　　　三菱ＵＦＪ

　　　りそな・三井住友
　
　　　　みずほ・北陸

　　　大垣共立・十六

　　　　静岡・百五

　　三十三・関西みらい

　　名古屋・愛知・中京

　【信用金庫】

　　　愛知・中日・岡崎

　　　瀬戸・碧海・岐阜

　　　西尾・豊田・東春

　　　　いちい・蒲郡

　　　　　知多・東濃

　【その他】

　　商工組合中央金庫

　　信用組合愛知商銀

　ただし、令和３年度以降に名古屋市スタート
アップ企業支援補助金において、事業認定等を
受けた場合は、上記各利率を０．１％引き下げま
す。

分割返済 証書貸付

特定創業支援を受けた場合は、名古屋市
長の証明書の写し
その他必要書類については、保証制度一
覧（別枠保証）の「19　創業関連保証」を参
照してください。

ただし、協調推進枠をご利用の場合、上記
書類に加え、以下の書類のいずれかが必
要となります。
①個人情報の提供に関する同意書（日本
政策金融公庫協調用）
②お申込紹介状協調推進枠

経営者保証を不要と
する場合

（スタートアップ創出促
進保証制度を兼ねる

場合）
会社または個人が、開業時または開業後間もない期間に必要な資
金について経営者保証不要で行う保証

特 別 資 金

取扱金融機関から経営者保証を提供したプロパー融資を受けてお
り、かつ、次の（１）から（４）のいずれにも該当する法人に対する保
証

２億８，０００万円
ただし、取扱金融機関におけ
る保証限度額（既往の本制度
残高を含む）は、取扱金融機
関において経営者保証を提
供していないプロパー融資
（原則同時に取り組むプロ

パー融資を含む）残高の範囲
内

運転

経

営

者

保

証

非

提

供

促

進

資

金

特定創業支援を受けた場合は、名古屋市
長の証明書の写し
その他必要書類については、保証制度一
覧（別枠保証）の「63　スタートアップ創出
促進保証制度」を参照してください。

ただし、協調推進枠をご利用の場合、上記
書類に加え、以下の書類のいずれかが必
要となります。
①個人情報の提供に関する同意書（日本
政策金融公庫協調用）
②お申込紹介状

新事業創出資金

会社または個人が、開業時または開業後間もない期間に必要な資
金について行う保証

　
　　　　　　３，５００万円

運転・設備

設   備

３年以内

５年以内

７年以内

１０年以内

０．８％

０．９％

１．０％

１．１％

次の（１）～（５）のいすれにも該当する法人に対して行う保証

協調推進枠

　運転・設備

一般保証・セーフティ
ネット保証５号の場合

通 常 資 金

１．１％
１．２％
１．３％
１．４％

セーフティネット
保証４号の場合

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

１．２％
１．３％
１．４％
１．５％

３年以内
５年以内
７年以内

１０年以内

経

営

安

定

資

金

１．２％

１．３％

１．４％

１．５％

３年以内

５年以内

７年以内

１０年以内

証書貸付

手形貸付

分割返済

一括返済

財務要件等確認書

借換債務等確認書

①

②

①

②

事業者選択型経営者保証非提供制
度要件確認書兼誓約書

セーフティネット保証４号または５号の
認定書（別枠保証を利用する場合）

証書貸付

手形貸付

分割返済

一括返済

８，０００万円
ただし、セーフティネット保証
４号または５号の認定を受け
ている場合は上記とは別に

８，０００万円
（別枠保証）

１００％

一部につき

１００％



責任共有制度の対象外となる保証については、　　　　　　　　　　と表記しております。

融 資 限 度 額 資金使途
融資期間

（注１）
利率（年） 返済方法 貸付形式 取扱金融機関必 要 書 類

保証制度一覧（名古屋市融資制度保証）

制 度 名 概 要

１００％

　【銀行】

５，０００万円

設   備 ７年以内 １．３％

低公害車等の購入資金
５，０００万円超の場合

　　　　３，０００万円
　【信用金庫】

（ただし、低公害車等の購入

資金は年度ごと）

６，０００万円 設   備 ７年以内 １．３％

環境保全・ 省エネル
ギ ー 設 備 資 金

公害防止、公害防止のための移転、自動車対策等に必要とする

資金について行う保証

分割返済 証書貸付

①

②

③

環境保全対策計画認定申請書

環境保全対策計画書

見積書等

ただし、
市内への移転資金 ７,０００万円

※ 詳細につきましては、名古屋市環境局大気環境対策課

（０５２－９７２－２６７４）までお問い合わせください。

組合の場合

５，０００万円以下の場合

市外への移転資金 ３,５００万円

設   備 １０年以内 １．５％

三菱ＵＦＪ

りそな・三井住友

みずほ・北陸

大垣共立・十六

百五・三十三

名古屋・愛知・中京

愛知・中日・岡崎

瀬戸・碧海・岐阜

西尾・豊田・東春

い ち い ・ 蒲 郡

知 多 ・ 東 濃

  【その他】
　 商工組合中央金庫
   信用組合愛知商銀


